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56 マネジメント･ジャー ナル (第3号)
表 12000年におけるカロ盟国の企業経営機構
加盟団 企業経営機構 監督機構における従業員参加に関する規定 監督と経営の分離
オーストリア 二層型 あり 義務
ベルギー 選択制 なし 規定されていない
デンマーク 二層型 あり 義務
フィンランド 選択制 定款による 義務
フランス 選択制 定款による 規定されていない
ドイツ 二層型 あり 義務
ギリシャ 選択制 なし 規定されていない
アイルランド 一層型 なし 規定されていない
イタリア 一層型ー なし 規定されていない
ルクセンブルク 一層型 あり 規定されていない
オランダ 二層型 勧告されている 義務
ポルトガル 一層型' なし 規定されていない
スペイン ⊥層型 なし 規定されていない
スウェーデン -層塑 あり 義務
























































オーストリア オーストラリアの立法府は､欧州株式会社のために一層型企業経営機構の規定を設け o オーストラリア法の有限責任会社 .株式会社に関する規定には､二層型企業経営機構が定められてい ため､欧州株式会社のために新たな規定を設け 必要がなかった○








フィンランド フィンランドの上場企業は､通常一層型企業経営機構であるo 有限責任会社法によると､監督機関を設置することは可能で､ごくわずかではあるが､監督機関をする企業が存在す o
フランス フランス法には､既に一層型企業経営機 フランス法には､既に二層型企業経営機構が存在
横が存在していた○ していた○


























































































































































準拠法 ルクセンブルク法 オランダ法 ルクセンブルク法
遵守するコーポレー ト.ガバナンス規則 国際基準全般 NYSE上場規則SEC規則オランダ法コーポレー ト.ガバナンス規則 MOUNYSE上場規則ルクセンブルクコーポレーI.ガバナンス原則
企業経営機構 一層型企業経営機構 一層型企業経営機構 一層型企業経営機構
会長とCEOの分離分離 なし 分離 (CEOは取締役を兼任)
取締役会人数 18 9 18(過半数が独立)
取締役の国籍 6ヶ国 4ヶ国












































































































































































64 マネジメント･ジャー ナル く第3号)
るために､M&Aに焦点をあてた企業 レ
ベルの統合を明らかにした｡しかし､企
業レベルにおける統合は､企業独自の制
度変更や取締役会の構成メンバーの変更､
株主構成の変更などによってEU統合規
定に沿うコーポレー ト･ガバナンスを実
現することも可能であろう｡そこで､今
後の研究で､これらを詳細に検討する必
要がある｡
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